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は じめ に

愛知大学の教職課程 は長い歴史 と実績 によ

り公教育の教員養成において重要な社会的役

割を果たして きた。 しか し、社会の変化 に対

応 した学校教育の改革やその担い手である教

員の養成について制度改革の検討が進められ

ている中で、必ず しも対応が的確 に進められ

てお らず、学生の要求や社会的要請 に応 える

ことがで きていない実態があ り、早急 に改善

を行 う必要がある。 また2012年 度か ら予定 さ

れている新名古屋校舎開設による全学的な教

学組織の再編にともない、教職課程の再編整

備が不可欠な事態を迎えている。

教職課程の運営組織である教職課程委員会

では、 この間、各学部教授会の協力の下で教

職課程の体制の抜本的な見直 しによる整備 を

図ることと、教員養成教育の改善、充実につ

いて具体的な取 り組みについて検討 し、可能

な部分か ら実施に移 しつつある。

本稿 では、 この間の検 討 をふ まえて本学

における教員養成 に関する実態の課題 を整理

し、取 り組みつつある改善、充実の具体的な

方策についてまとめて報告する。

1.教 員 養 成制 度 改革 の動 向 と教 職課

程 の課題

(1)学 校教育の現状と教員養成

現代の学校教育は社会の急激な変動期の中

で重要な変革を余儀なくされている。とくに
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日本社会は20世 紀末か ら産業構造の転換、国

際化、少子 ・高齢社会、高度情報化社会の進

展が進み、21世 紀はこれらにどのように対応

した教育を構築するかが重要 な課題になって

いる。 こうした社会状況 においてこの間、教

育の構造的 な転換 を図るために1980年 代の後

半 に臨時教育審議会において 「生涯学習社会

への移行」 をめざす教育改革の基本方針が決

定 され、その具体化 を図るための教育政策 と

して、生涯学習の推進事業、教育基本法の改

正、教員養成制度の改正、学習指導要領の改

訂な ど多面的な施策が継続的に展開されて き

た。

教育の全体的な枠組みの再編成を 目指す生

涯学習社会構想は、具体的に着手 されてか ら

すでに20年 を経てお り、個人の生涯にわたる

学習 を基本に した社会的条件整備を進める一

環 として学校教育 も従来の教育 を完成する体

系 としての 「完成型教育機関」の位置づけか

ら、継続的な生涯学習の主 として基礎的教育

を担 う 「過程的教育機関」 としての性格 をよ

り明確 に した役割へ と転換が図 られて きた。

そ して、2008年2月 に中央教育審議会か ら答

申された 「新 しい時代に対応 した生涯学習事

業の推進について」では、生涯学習を前提 と

した 「知識循環型社会」 を構想 し、学校教育

をは じめ社会教育や地域 における総合的な学

習、教育のシステムを構築 してい くことを明

示 した。 この教育に関わる基本的な社会構想
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を具体的に推進するために、生涯学習の理念

を明示 した教育基本法の改正 をお こなうとと

もに、教育基本計画の制定を義務化 し計画的

な実施 を図ることに した。

また、学校教育の内容、方法 については、

いわゆる 「ゆ とり教育」 をめざした学習指導

要領の改訂 によ り、教育内容 の精選 と縮減、

評価における絶対評価の方式の導入や総合学

習の設置などによ り、従来の 「知識集積型能

力」中心か ら 「問題発見課題解決探究型能力」

を重視する学力観、指導方法への改革が取 り

組 まれて きた。

そして今年度か ら本格実施が行われている

新学習指導要領の改革では、これまで 「ゆ と

り教育」で進め られてきた 「生 きる力」 に加

えて 「確かな学力」 を育成する教育方針が選

択 されることになった。

しか し、こうした教育全体の構造的な改編

と学校教育の社 会的役割の改変や教育内容、

方法の改善、改革について具体的な取 り組み

が行われつつあるが、依然 として学校教育の

現場 においてはその真価が問われる深刻 な問

題や課題が存在 している。そ して これ らの諸

問題や課題に適格 に対応することので きる教

師の資質、能力の向上が強 く求め られている。

た とえば、新学習指導要領の実施にともな

う 「生 きる力」「確 かな学力」につ いて個 々

の児 童、生徒 の学 習過程や成長 の実態 に即

して適格に指導することのできる専門的な資

質、能力が必要である。 また、い じめ、不登

校、事故、特別支援指導 など学校現場 におけ

る多様 な課題に的確 に対応 し指導することの

で きる能力が必要であることとともに、社会
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の変化、子 どもの実状 に対応 した教育指導の

必要性が強まっている。 さらに保護者、社会

か ら学校、教師へ の期待 と多様な要求が強 く

なってお り、学校における教育、指導だけで

な く多面的な教員の資質能力の向上の必要が

求め られている。

(2)教 員養成制度改革の動向

こうした教育改革の経過の中で、学校教育

における教育、指導の専門的な担い手である

教員の役割、責任は きわめて重要である。 し

か し、社会の変化や学校教育の実状、そ して

児童、生徒の実態に対応 した教員の配置は常

に改善 と資質、能力の向上が求められてお り、

教員の養成、採用、研修など教員制度の全体

的な改革が必要である。

最近の大 きな教員養成制度の変更、改革は、

2006年7月 におこなわれた中央教育審議会の

答申 「今後の教員養成 ・免許制度の在 り方に

ついて」 にもとつ くものである。

具体的な主な方策 として次のような事項が

ある。

①実践 的指 導力の養成強化 を図 るために

「教職実践演習」科 目の設置、必修化

教員免許 を取得 し採用 された初任教員が赴

任 した学校等でおいて、実践的指導力が必要

とされてお り、その養成 を強化する方策 とし

てこの科 目が必修科 目として新設 された。こ

れは大学の教職課程 にお ける教員養成 に関

する科 目履修の最終段 階においてそれ まで履

修 した科 目等の成果をふまえて教員としての

能力 を総合的に育成 を目指 した ものであ り、

個 々の学生ごとに履修カルテを作成 し学習過



程の把握 とともに効果的な指導に配慮するも

のである。

②教員免許更新講習制度の導入

従来の終身教員免許方式 を改め、10年 ごと

に更新講習 を受講 し成果の認定 を行 うこと

によって更新 をす る方式を採用 した ものであ

る。

③教職大学院制度の導入

教員の専 門的な資質、能力および実践的指

導能力を養成す るための教職大学院制度を新

たに設けた ものである。従来か らも免許の種

類 として大学院修十課程修了を基本 とす る専

修免教状の制度があるが、 これに加 えて教員

養成および研修 を目的 とした専門職大学院で

ある。

そ して学校教育の現実 が求め る教員 の資

質、能力の向上を図るためには、養成、採用、

研修など教職の全過程で具体化することの重

要性 を提案 している。

これらの制度改革 は、大学で教員 を養成す

ることを基本 とす る 「開放制教 員養成制度」

のもとで、 より実践的指導能力の育成をめざ

した制度改革であるが、その実施 と成果にお

いては幾多の問題や課題がある。

また一方で、民主党を中心 とした政権交替

にともなって、政策公約 として掲げ られた教

員養成制度の抜本的な改革の検討が始め られ

ることになり、現在、特別委員会を設置 して

検討が進め られている。検討中の審議経過 と

して2011年1月31日 に 「教職生活の全体 を通

じた教員の資質能力の総合的な向上方策につ

いて」が公表されている。内容 は、検討の経

過 と課題等が整理 された ものであ り具体的な

教職課程の整備充実の課題と改善方策

方策が明示 されていないが、主 として大学院

制度の改革 を中心 に検討が行われている。

(3)教 職課程教育の課題

こうした生涯学習社会 をめ ざした教育改革

と教師に求め られる資質能力の向上 を図るた

めに、教員養成のあ り方を改善するための施

策や議論が多面的に行 われている。教職課程

を設置 し日本の公教育の教員養成の役割 を担

っている本学 においても、 こうした教育め ぐ

る状況や議論の動向をふ まえて継続的に教職

課程の充実、改善 を図ってい く必要がある。

その際に、制度改革の議論の多様性、流動

性 を考慮する必要があるが、当面、 目標 とす

べ き教員の資質、能力については、文部科学

省が提示 している 「求め られる教師像」 を指

針 にしなが ら、愛知大学の教学の理念 と各学

部の教育 目的、教育内容 を基礎に して教職課

程 を中心に した教員養成の整備、充実 を図っ

てい く必要がある。

文科省が提示 している「求め られる教師像」

は次の3つ の主要項 目である。

① いつの時代 にも求め られる資質能力

②社会の変化 にともない、特 に求められる

資質能力

③学校現場で求め られる教師像、資質能力

2.愛 知大 学 の教 職課 程 の現 状 と改善

課題

愛知大学の教員養成は、大学設置間もなく、

戦後の開放制の教員養成制度が制度化される

と同時に教職課程の認可を受けて実施してお

り、約60年余の歴史と多数の教員を養成 し、
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特 に愛知県、三重県、岐阜県等 を中心 とする

中部地方の公教育 に重要な貢献 を果た してお

り、今後 も継続的に役割を果た してい くこと

が社会的責務である。

そのためには、先に述べた生涯学習社会へ

の移行のもとにおける学校教育や教員養成の

課題に対応 しなが ら愛知大学の教育理念 にも

とついた教員養成の充実を図ってい く必要が

ある。また、2012年度か ら新名古屋校舎建設、

移転に ともなう教学組織 の再編が予定 されて

お り、教職課程の再編整備 も具体的日程 にあ

る。そこで、本学の教職課程を中心 とした教

員養成の実態 を整理 し、整備、充実 を図るべ

き課題を明確に し、改善方策の方向について

説明 をする。

(1)教 職課程の履修学生数

まず本学の現在は、豊橋校舎及び名古屋校

舎の各学部、大学院において以下のごとくの

免許の種類 を視得する教職課程 を設置 してい

る。設置学部の性格か ら免許状の種類 は国語、

社会、地理歴史、公民の社会科系、英語、中

国語を主 とした外国語系である。

【学 岡
＼ ＼s賦

中 学 校 臓 諭 翻 等 学 校 臓 ●

辮科＼ 1顧 免 欝 択 10免 餅 択

文
棚 史。公艮

祉 会 口 麟

学 人 文 祉 会 学 科 燗 簡 外国樋(蔓 緬)

外日晒僕鋤 外目鮒(ド{ツ鋤

外国晒(7ラン璃睡)

郎

縄 溺 学 郎 祉 金 亀堰口喪、公鴎.醐 霞
一 一 一_

4
普 鱒 コミュニ1-ili4tp 外瑠魎僕鋤 外日覇 僕鋤

コ シ
亀 闘 一

量乏 比 鮫 文 化 学 斜 杜 金 亀理耀虹 公民

怯 学 ■ 祉 会 触口匿史.公 艮

響
鍾 唇 学 偶 杜 会 地罷置喪.公艮 自駄 蜘●

学
一_一 一

酪
一
会計,7イ ナンπ学" 劇 ●

祉 金 亀馴匿史.公 艮
壇 代 中 日 学 郎

外鵬 仲隅緬} 外口鋤{中 田鋤)

亀 蟻 敵 覧 学 郎 祉 会 触堰置史.公 艮
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顧 顕

研究科 噂攻
中学校教●導修免許択 高等学檀教諭専修勉午択

経涛学 経鋳学 社 金 賜理慶受.公 艮

経曾学 鰹僧学 画 顕

中 国 中図o陳 杜会.外1■隠 仲5麟) 棚 史.公艮.錦 ■鱈(中■■)

文 学

日ホ文化 船.口 ■ 亀曜躍吏.口 緬

亀罎祉金システム 杜 舎 触理堰史.公 艮

欧来文化 杜会.外幽 僕鋤 題覆腰史.外 国鋸(剣 齢

国●コミュニ
ケーション

国ロコミュニケ
ーション 杜金.外 国爵(婁 鋤 触職腰史.外爾鱗儲鋤

また、各校舎、学部における教職課程の履

修学生の実態 は次の通 りである。履修開始 は

1年 次か らで、年度によって若干の異変があ

るがおおよその傾向数である。

①豊橋校舎では毎学年170名 か ら240名 程度

の履修学生

・文学部が最 も多 く100名 前後か ら130名

(入学定員345名)

・経済学部は30数 名か ら60名(同375名)

・国コミ学部は30名 か ら40名(同230名)

・地域政策学部(新 設)は30名 程度

(同220名)。

②名古屋校舎では40数 名か ら50数 名の履修

学生

・法(同315名) 、経営(同375名)、 現

中(同180名)の 各学 部共に10数 名

か ら20名程度で、全体の学生数に比 し

て履修数は多 くない

(2)履 修学生の状況

前記のように本学は人文、社会系の学部 と

して多様であ り、各学部の教育にはそれぞれ

の特色を有 している。 これらの学部教育を基

礎 として教職課程 を履修 している学生の履修

状況を概観すると以下の ような特徴 を見るこ

とがで きる。

①全体 として履修学生数は多いが、履修の



志 向、態度には差がある

おおよそ次の3つ のタイプに区分でき

る

a)強 く教職に就 くことを目的 とし努

力する学生

b)可 能ならば教職 を目指 したい学生

c)免 許を取得することを主たる 目的

とする学生

②履 修学生の 中には基礎 学力 にバ ラ ツキ

があ り、不十分な者 または教師としての

適性に欠けると思 われる者 も含 まれてい

る。全体の傾向 としては、 目的意識が明

確で教職へ の可能性が高い学生が一定程

度いる一方で、基礎学力 については格差

が見 られ、相当の割合で努力を要す る学

生がいる。全般 に基礎学力の不十分 さが

見 られるので、補強指導が必要である。

③教育実習、介護体験 など学外学習におい

て不的確な態度や 自覚 に欠ける学生がい

る。

とくに実習直前 に取 りやめた り、実習中

に欠勤、中断す る学生がお り、心構えや

態度など注意 して事前の個 別指導 を要す

る場合がある。

④学生主体 による 自習 グループで積極的、

主体的に教職を 目指す学生が育 ちつつあ

る。明確 に教職 をめざす学生でボランテ

ィア活動や 自習 グループに参加する学生

が育 ってお り、学年間及び学生 間の相互

学習の成果が継承 され、定着 しつつある。

その成果が教員採 用試験の結果 に反映 し

つつある。
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(3)教 員採用の経過と実績

本学は、教職課程教育の実績か ら多 くの公

教育の教員 を輩出 しているが、児童生徒数や

学校数の動向、教員採用数枠の状況 により実

際の採用数には激 しい変動が見 られる。 とく

に各学校種 とも1980年 代 までは、児童生徒数

の増加や学校の増設などにともなう教員採用

数の拡大で相当数の教員を輩出 し実績がある。

このなかで小学校教員については中学校免許

で就職後 に通信教育などで免許 を取得 した者

が多いと考えられる。

一方で、1990年 代初期か ら、教員採用数の

減少期にともなって卒業生の教員は激減 して

いる。そ して90年 代末か らの採用数緩和期 に

なっても実績が回復せず、現役の採用数は少

数にな り低迷状態が恒常化 し、2000年 代に入

って も沈滞状態が続 いたままで一桁台の前半

に止 まっていた。高校、中学採用でほとんど

ない年度 もあった。

しか し、最近3年 ほど前か ら現役での合格

採用数の改善傾向が見 られ ようにな り、20数

名の合格数が連続 して達成 している。既卒者

の合格者 も30名 を上回る増加傾向が定着 しつ

つある。

(4)教 員採用の動向

本学の教員採用試験の合格者実績 は、自習

グループの相互学習や意欲的な学生個々人の

努力 にも依 り増加傾向が継続 しつつある。全

体 としての教員採用試験の動向をみると、団

塊世代の教員の定年退職による交代期 ととも

にクラス規模の改善や英語教育の強化策など

で採用数の緩和期(新 旧交代期)が10年 ほ ど

5
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経過 してお り、今後 もなお7,8年 か ら10年

間ほ どは継続す る見通 しであ る。 なかで も、

英語、数学 などは採用枠が大 き く、教科によ

って差がみ られる。

また愛知県などでは、小 ・中学校の義務教育

学校間で教員交流が活発化 してお り、採用時

に両種の免許取得者が有利な傾向になってい

る。

採用試験判定の動向 としては、教員の資質

について、実践的能力 と共に教育 に対する熱

意や指導者 としての人格、人間性が採用試験

時に評価 される傾向にあ り、筆記試験 ととも

にグループ面接、個別面接など教員 としての

資質能力を多面的に判断 しようとする取 り組

みが行われている。 また急激 な世代交代 と複

雑化す る指導課題に対応す る必要 もあって、

既卒者の常勤講師、非常勤講師など教育現場

での経験や実績が採用試験時に評価 される度

合いが大 きくなっている。愛知県ではと くに

講師経験3年 の者には第一次試験(一 般筆記

試験)が 免除 されることになってお り、学校

種や強化によっては大部分が既卒者で講師経

験者で占められる場合がある。

さらに、今後の傾向 として義務教育学校の

35人 学級 政策に ともない、全体 と して教員

数が 当面1万9000人 増 員 される計画があ り、

教員採用枠 も拡大 されることにな り、教職課

程の実績作 りの好機で もあるといえる。

したがって、こうした動向を踏まえなが ら

教職課程 を中心 にした教員養成 と採用の成果

に繋がる指導 を的確 に推進 してい くことが必

要である。

6

(5)教 職課程指導の課題

そ こで、前述 してきたような教員養成制度

改革の動向、学校教育において求め られる教

員の資質能力の育成、教職課程を履修す る学

生の実態、採用試験の動向などを踏まえなが

らよ り優れた教員を養成するための課題 を整

理する と次の ような事項 を挙げることがで き

る。

① 履修学生の教職課 程履 修の 目的性、態

度、基礎学力の程度などの実態 に即 した

指導、支援 を的確におこなう体制を整え

る必要がある

②基礎学力の向上 については、履修初期に

能力の実態 を点検 し、個々の学生の自覚

と努力を促す必要がある

③履修態度の改善については、教職課程の

目的、意義、履修過程の努力 目標などを

明確に示 し、継続的なガイダンスにより

個 々の学生の 自覚 と努力を促す指導 を強

化する必要がある

④強 く教職をめ ざす学生を把握 し、当面の

現役採用合格者を80年 代後期の実績 を基

準 に して現在の採用合格者数を上回る成

果を確保で きるよう目標を設定 して、計

画的な指導 を強化する

⑤教職課程セ ンター室の整備、充実を図 り、

組織的な指導体制の強化 を図る

⑥教員採用試験の情報、資料の収集を積極

的におこない、学生への提供、支援 を強

化する

⑦教員採用試験対策の効果的な支援、指導

の体制を整 え、強化 を図る

今後は、こうした課題 について計画的、効



果的に成果を得ることがで きるように組織的

な取組み を着 実に推 進す るこ とが重 要であ

る。

3.教 師 課 程 の 整 備 充 実 の 方 策

(1)新 力 リキ ュラム改正の実施

上記 に示 した本学の教職課程の課題を改善

し充実 を図るために、 まず教職課程 に関する

カリキュラムの改正の検討 を行い、2011年 度

か ら実施す ることに した。従前のカリキュラ

ムは、教員免許法の改正 にともな う科 目編成

の弾力化に対応 して、免許法で区分 している

分野 を組み合わせた本学固有のいわば 「モザ

イク型」の科 目で編成 していた。これはそれ

ぞれの科 目の 目的、内容を本学独 自に設定 し

て構成 していたために独 自性 はある ものの免

許資格の取得認定の際にはその特徴の説明が

必要で あ り、科 目担 当者におい て もその独

自性 を十分に共有することが困難な場合があ

り、改善の検討を進め2012年 に予定 している

新名古屋校舎移転 にともなう再編 に合わせて

抜本的な改編 を行 うよう検討 を進 めて きた。

ところが地域社会学部の新学部設置 を2011

年度開設について課程認可申請を行 うことに

な り、検討成果の内容を整理 して改正 カリキ

ュラムを全学的に実施することにした。

この教職課程 カリキュラム改正の検討を行

う際に基本方針 として次の事項に留意 して行

った。

①新教員免許法に的確 に対応す る内容であ

ること。

新免許法で新設 された 「教職実践演習」

科 目への対応やで きるだけ簡潔な科 目名

教職課程の整備充実の課題と改善方策

で内容 ・方法で特色が明確にな り、学生

や担当教員に共有 しやすい ものであるこ

と。

②学校教育の実態における課題改善 ・解決

と教員の資質向上の要請に対応する内容

をめざす こと

③学生の実態 を踏 まえ、教職課程履修要望、

教職希望の実情 に応えうる教職課程教育

の充実 を図 るものであるこ と。 と くに、

教育実習の申込み後に進路変更による取

り消 し、実習や介護体験 などの課程で辞

退が増加 している実態 を踏 まえた対応が

必要である。

④教員採用試験 に効果的に対応で きること

⑤教員養成制度の制度改革に柔軟に対応で

きること

⑥新カリキュラムは2011年 度入学者か ら実

施する

現行 カリキュラム履修か らの移行におい

て可能な限 り不利益が生 じない よう配慮

する

⑦教職課程教育の整備、充実 を図るために

設置予定の 「教職課程セ ンター」 に対応

すること

(2)教 職課程科 目の段階的編成

これ らの留意事項をふ まえてカリキュラム

編成の基本的考え方を次のように設定 し、そ

の具体化 を図るよう編成す ることにした。

まず、従前の複雑な組み合わせによる独 自

性の強い科 目編成を改め、教員免許法に対応

して簡潔な科 目名 と科 目編成 にすることであ

る。そ して各科 目の履修 について、教職課程

7
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の登録か ら免許取得 と採用試験 に段階的、効

果的に継続で きるよう教職課程教育の過程を

教職基礎段 階、教職課程段階、教職展開段 階

の3区 分の編成段階的構成に編成す ることに

した。

①教職導入基礎段 階は、教職 に関する基礎

的理解 を促 し、各学生の教職に関す る動

機 と適正の確認をす るとともに教職課程

履修の 目的、履修計画の明確化を図るた

めの導入段階である。

②教職課程段階は、教員免許法にもとつ く

教職に必要な専門的知識 と指導方法等 に

ついて修得 し教員と しての基礎的能力 を

養成す る。

③教職展 開課程は、多様な教職 における指

導能力の要求 に対応するために、 よ り実

践的な課題 について習得する。

そ して、これ らの段 階を履修す る際に履修

及び進路等 に関 して個々の学生の実情 に対応

した指導、相談、支援等 をきめ細か く行 うこ

とに配慮す ることとした。

(3)科 目編成と開講 について

①教職基礎導入講座 ・・「教職への途」講

座の開設

この段 階の講座は、当初、正規の教職課程

科 目として開講する予定であったが、現在は

別途の講座 として試験 的に開講 している。 こ

の講座では主 として1,2年 次生 を中心 に対

象としてお り、「教師の魅力」「求め られる教

師像、教員採用試験の基本」な どの内容で自

主参加方式で実施 している。

教職課程 を履修 し始めた学生に教育に関す

S

る基礎の理解を通 じて、教職への動機の確認

と、 自己の教職適性 を考えさせ ることをねら

いとしている。

また、関連 して3年 次生 を主 とした 「教員

採用試験対策準備の心得」 に関する講座を実

施 している。

②教職課程 ・・1年 次よ り履修登録

免許法 に基づ く必要科 目を編成 し、効果的

に履修す ることがで きるよう履修年次 を設定

して段 階的な履修 と指導がで きるよう配慮 し

ている。履修登録お よび履修方法 については

ガイダンスにおける説明を徹底 し、教職課程

の趣 旨と履修の進め方について理解できるよ

う留意 している。

教職 に関す る科 目の編成 は次 の通 りであ

る。

◇教職の意義等に関す る科 目

「教職入門」2単 位 必修1年 次履修

◇教育の基礎理論に関する科 目

「教育原論」2単 位 必修1年 次履修

「学校 と教育の歴史」2単 位 選択1

年次履修

「教育心理学」2単 位 選択必修2年

次履修

「発達心理学」2単 位 選択必修2年

次履修

「教育制度論」2単 位 必修1年 次履

修

「教育社会学」2単 位 選択2年 次履

修

◇教育課程及び指導法に関する科 目

「教育課程論」2単 位 必修2年 次履

修



各 「教科教育法」2単 位 必修2年 次履

修

各 「教科指導法1、H、 皿」2単 位 必修 ・

選択2年 次以降履修

「道徳教育の理論 と方法」2単 位 必修

2年 次履修

「特別活動の理論と方法」2単 位 必修

2年 次履修

「教育方法論」2単 位 必修2年 次履

修

「生徒 ・進路指導の理論 と方法」2単 位

必修2年 次履修

「教育相談の理論 と方法」2単 位 必修

3年 次履修

◇教育実習

「教育実習1、H、HI」 各2,3,5単 位

必修4年 次履修

◇教職実践演習

「教職実践演習(中 ・高)」2単 位 必修

4年 次

③教職展開課程

また、これ らの科 目の他 に、教職展開段階

として大学が独 自に加 えることので きる科 目

として 「教職 に準ずる科 目」を次のように開

設 し、教育指導の実践的な能力の養成や佛教

大学 との連携による小学校教員免許取得のた

めの通信教育 を補強することので きるように

している。

「子 ども指導実践」2単 位、

「教育問題研究1、II」2単 位、

「小中学校連携教育論1、H、IH、IV」

2単 位

教職課程の整備充実の課題と改善方策

4.教 職 課 程 の 整 備 充 実 と 指 導 の 改 善

方 策

教職課程の課題を解決 し、具体的に整備充

実 を図るために主な もの として以下の事項等

について組織的な取 り組みを行 う。 これ らの

中にはすでに実施 しているもの もあ り、さら

に改善を図ってい く。 これか ら新たに取 り組

む事項 については、教職課程セ ンターの事業

として積極的に推進する予定である。

(1)教 職課程セ ンターの設置による教職課

程の整備充実

2012年4月 か ら新名古屋校舎建設 にともな

う教学組織の再編 を期 に、教職課程 を中心 と

した大学 の教師教育につ いて、養成、採用、

研修、地域連携 を総合的、組織的に推進する

ためのセ ンターを設置 し組織化 を図ることに

なった。

教職課程セ ンターがおこなう主な事業は以

下の事項である。

① 教育職員免 許法 に基づ く教職課程の編

成、開講計画及び講師の委嘱に関するこ

と

②教育職員免許状の授与申請に関すること

③小学校教育職員免許取得のための通信教

育連携に関すること

④教育職員免許法 に基づ く聴講生に関する

こと

⑤ 教育実習、教職 インター ン、社会連携 ・

協力等の実施 と指導に関す ること

⑥教育職員教育に関する事項の調査、研究、

開発に関すること

⑦教育職員採用の情報収集 と提供、試験対

9
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策の指導、支援 に関すること

⑧教職課程の学習相談、教職進路相談 に関

すること

⑨教育職員免許状更新講習に関すること

⑩卒業生現職教員 との研修、交流等の連携

協力 に関すること

⑪教育職員養成、講習等 に関する団体 ・組

織 との連携 に関すること

⑫その他教職課程に関す ること

つ まり、従来の免許取得のための教職課程

教育 を中心に、 さらにその成果 を採用に効果

的につなげること、 また現職教員の研修の機

会を提供するとともに学校教育お よび教職の

あ り方などについての研究、研修の協力関係

の構築を図ること、 さらには地域の学校や地

域社会の各組織、機関等 と連携、協力を進め

教員養成 を中心に して多面的な社会的役割を

推進することをめ ざす ものである。

これ らの諸事業 をお こなう拠点 として豊橋

校舎、新名占屋校舎に教職課程セ ンター室を

置 き、各校舎の実情に即 した運営を図ると共

に両者の連携、協力を効果的に実施で きるよ

うす るよう配慮する必要がある。

(2)教 職課程の運営について

教職課程セ ンターの もとに全学的な 「セ ン

ター委員会」 を置 き、各学部 と連携、協力を

緊密 に図 りなが ら、主体的に責任を もって教

職課程の運営 をおこなう。教職課程専任の教

員は、大学枠 として各校舎に必要数 を配置 し、

所属は各学部とす る。教職課程の専任教員は、

所属校舎、学部だけではな く全学的な観点か

ら両校舎の教職課程の運営 に責任を持って役

10

割を分担する。

教職課程は言 うまでもな く各学部学科を基

にして認可 されてお り、各学部学科の教育 目

的、内容 を基礎 として教職の専門教育をお こ

なうことによって構成 される ものであ り、各

学部教授会 と教職課程セ ンターとの連携、協

力関係の強化 を図ることは不可欠である。

(3)教 職課程 センター室の条件整備と効果

的な運営

教職課程セ ンター方式で多面的な教員養成

の事業 を行 う拠点の役割を果たすセ ンター室

はきわめて重要な施設であ り、効果的に機能

するためにその条件整備が必要であ り、具体

的には次の項 目などの整備充実が望まれる。

①図書、資料の整備、充実(複 数の教科書、

指導要領、解説など)

②教員養成等に関す る情報の収集 と学生へ

の提供、広報の徹底化(制 度改革、教員

養成制度な ど)

③教職 に関する相談、指導体制の充実(現

職 またはOBに よる相談等)

④卒業生の採用試験準備の支援(資 料等の

利用、学習コーナーの利用など)

⑤卒業生現職教員名簿の作成 と連携の強化

(4)教 員採用動向の情報の収集と提供

開放制教員養成制度の下での教職課程にお

いては、教職課程履修学生の大部分が教職 に

就 くことは現実的には困難である。 しか し教

職へ の目的 を明確 に持 ち意欲的に履修する学

生については、履修努力の成果が可能 な限 り

採用 に繋がることのできるよう指導、支援を



図ることが必要である。教職課程科 目におけ

る指導 を基本 としなが ら、教職課程セ ンター

では より効果的な採用試験に向け次に挙げる

事項など指導、相談 に関する支援活動の強化

をはか る。

①教職の場 は全国に開かれてお り、視野 を

広げて学生がチャ レンジで きるように全

国、都道府県の情報の収集 と提供 を図る

②愛知、岐阜、岐阜、三重の東海4県 の教

員採用動 向の把握 と情報提供、指導の強

化出身、就職希望の もっ とも多い4県 に

ついてはよ り詳 しい情報収集 と対策のア

ドバ イスを積極的にお こなう

③私立学校の教員採用の動向、情報の収集

と提供、指導の強化 を図る。

私立学校団体などと協力 して情報の収集 と

指導 を積極的にお こなう

(5)「 講師(常 勤、非常勤等)」 のガイ ダン

スと継続的支援の強化

教員の世代交代期にあって実践的な指導能

力が求め られてお り、採用試験では現役合格

者よ り既卒者で講師経験者の合格割合が多 く

なっている傾向である。 したがって講師によ

る教員経験の奨励 と採用試験対策の継続的な

支援 を強化する必要がある。東海4県 の 「講

師」採用に関す る情報の収集 を積極的におこ

ない情報の提供 と指導、奨励 をお こなう。

(6)教 職のための基礎学力、適正の点検と対

策

本学の各学部ともに教職課程履修希望の学

生が多いが、課程履修に求められる基礎学力

教職課程の整備充実の課題と改善方策

に不安 を持った り、不十分な学生 も少なか ら

ず存在する。こうした学生に対する学習支援

を行うために次のような指導 を行 う必要があ

る。

①基礎学力の 自己点検 と向上プランづ くり

②望 まれる教師の資質 と適正点検

③教師をめざす 「ポー トフォリオ」の作成

と計画的な学習の取 り組み指導

(7)教 職のための体験学習機会の整備

実践的指導力の強化が求め られてお り、こ

れ らを具体化するために現在、①栄小学校で

の教 育体験、②東栄町サマースクール講師、

③豊橋市造形パラダイス サポー ター、④植

田小学校 夏期セ ミナーボランテ ィアスタッ

フな ど実施 している。 今後 はこれ らの経験、

実績 をふ まえて、学校 インター ンや児童生徒

の指導ボランテ ィアなどにつ いて教職課程セ

ンター としてプログラムを設定 し、地域 の学

校や組織 ・団体 などと連携、協力を図って推

進する。

(8)教 職自主グループの育成

豊橋校舎、名古屋校舎 において教職課程履

修学生が教職能力の向上や採用試験対策など

にむけて自主的なグループが継続的に活動 し

ている。教職課程センター室を中心 にこれ ら

の学生の活動 を積極的に支援すると共に、卒

業生現職教員の協力 も得て組織的、計画的な

支援体制の強化を図る必要がある。
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(9)小 学校教員免許取得のための通信教育

の連携、支援の強化

現在、佛教大学 との連携による小学校教員

免許取得のための通信教育支援 を実施 として

いる。特に愛知県などでは小、中学校の教員

交流を積極的に行ってお り、また小学校 クラ

ス規模の改善策による採用枠の拡大な どか ら

小学校教員免許取得者や小、中学校免許取得

者の採用が多 くなっている。これまでの通信

教育履修者の多 くが採用 される実績になって

いる。今後 とも佛教大学 との連携、協力の強

化を図 り、学生の指導、支援の充実を進める。

(10)採 用試験合格者体験報告会

採用試験合格者による成功体験 を継承 し効

果的な教職課程の履修 を促すために報告会を

秋期に実施 しているが、参加学生 も多 く熱心

な質疑が行われている。今後 も合格経験者 と

履修学生 との交流、相談が活発になるよう報

告会の内容、形式、運営 などに一層の工夫を

行い充実化 を図る。

(11)現 職教員 との交流、研修の活発化

本学卒業生の現職教員が多数に活躍 してい

るが、教職課程 との組織的な交流 は必ず しも

活発ではない。

現在、愛知県内の高等学校の教員で組織す

る団体 とは定期的な交流があるが、今後は交

流を広げ組織的、計画的な協力関係の構築を

進めてい く。具体的な企画としては教職課程

履修学生 に対する交流、指導支援活動や、現

職教員による新採用教員、中堅教 員、管理職

教員等 との交流会な ど教職課程セ ンターの事

12

業 として定着 させる。

(12)教 員養成、教員の資質能力向上に関す

る研究開発 と公表

教職課程センターの事業の一環として、教

職課程専任教員をは じめ担当者、さらには履

修学生や現職教員と協力 して教員養成、教員

の資質向上に関す る教育内容や方法などにつ

いて研究の活発化 を図る。 また成果をセ ミナ

ーの開催や年報などで公表 し交流の拡大を進

める。

5.学 校 教 育 及 び 教 員 養 成 制 度 の 改 革

等 の対 応 と計 画 的 な 充 実 につ い て

現在、政府で検討中の教員養成制度の改革

について、センターが積極的かつ主体的に情

報収 集 と具体的対応策 を検討する とともに、

大学お よび各学部、大学院等 と協力 して的確

に対応 し、教職課程の充実 を図って行 く必要

がある。その場合に重要なことは、愛知大学

の教師教育の理念、 目的をより明確 にし、長

期的展望 と具体的な計画に基づいて着実な成

果を獲得するよう組織的な取組みをおこなう

ことである。

以上述べてきたように、本学は新名古屋校

舎建設にともなう教学組織の再編 を期 に教職

課程セ ンターを設置 して、養成、採用、研修、

そ して地域社会 との連携 を積極的に推進す る

体制 を整備 し、教職課程の整備充実の本格的

な取 り組みを始めつつある。教職課程 は教員

を養成する教学組織であるが、それだけで独

立 して成 り立つ ものではない。開放制教員養

成制度の本旨か らすれば各学部教育の充実を



教職課程の整備充実の課題と改善方策

基礎に して優れた教育 を協力、連携 して行 う

ものである。教職課程セ ンターにおける具体

的な取 り組み と共に 日本の公教育 の教員養成

を行っている社会的責務 について全学的な理

解 と協力が不可欠である。

(教職課程委員長)

〈参考〉

教職課程センター規程

(名称)

第1条 愛知大学(以 下 「本学」 という。)に 教職課程

セ ンター(以 下 「セ ンター」 という。)を 置 く。

2前 項のセンターのもとに、名古屋教職課程セ ンター

室及び豊橋教職課程セ ンター室を置 く。

(目的)

第2条 センターは、本学における教育職員免許状授与

の所要資格を得させるための課程(以 下 「教職課程」と

いう。)及び関連する事業を運営し、教育職員免許法に

基づく教職課程における教員の養成のほか、採用、研修

など統合的な教育指導及び支援などに関する企画・運営、

教職教育に関する調査、研究開発、社会的連携の強化な

どの推進を図り、本学における教職課程の運営を円滑に

行うことを目的とする。

(事業)

第3条 センターは、前条の目的を達成するため、次の

各号に掲げる事業を行う。

(1)教 育職員免許法に基づく教職課程の編成、開講

計画及び講師の委嘱に関する事項

(2)教 職課程の履修に関する事項

(3)教 育職員免許法に基づ く科目等履修生に関する

事項

(4)教 育職員免許状の授与申請に関する事項

(5)小 学校教育職員免許取得のための通信教育連携

に関する事項

(6)教 育実習、教職インターン、社会連携 ・協力等

の実施と指導に関する事項

(7)教 育職員教育に関する事項の調査、研究、開発

に関する事項

(8)教 育職員採用の情報収集と提供、試験対策の指導、

支援に関する事項

(9)教 職課程の学習相談、自主学習の支援、教職進

路相談に関する事項

(10)教 育職員免許状更新講習に関する事項

(11)卒 業生現職教員との研修、交流等の連携協力 に

関す る事項

(12)教 育職員養成、講習等 に関する団体 ・組織 との

連携 に関する事項

(13)教 職 課程に関す る図書 ・資料、機器の整備 と利

用に関す る事項

(14)そ の他教職課程に関する事項

(組織)

第4条 セ ンターは次の職員で組織する。

(1)所 長1名

(2)所 員

(3)事 業主任 若干名

(4)事 務職員 若干名

(所長)

第5条 所長は、所員の互選により学長が委嘱する。

2所 長は、センターの業務を統括する。

(所員)

第6条 所員には、次の各号に定める者をあてることと

し、学長が委嘱す る。

(1)教 職 課程専任教員

(2)各 学 部より選出された各1名

2前 項のほか、センター委員会が必要と認めるときは、

学長は所長の推薦によ り所員若干名を委嘱することがで

きる。

3所 員について必要 な事項は、教職課程センター委員

会が決定する。

(事業主任)

第7条 センターには、事業主任を置 くことができる。

2事 業主任は、所長の指示の もとセンターの事業を掌

理 し、第3条 の事業実施にあたる。

3事 業主任は、所長の推薦により教職課程セ ンター委

員会の了承 を得て学長が委嘱する。

4事 業主任に本学専任事務職員をあてる場合には、人

事担当者会議の議を経 なければならない。
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5事 業 主任 には、本学専任教職員以外のものをあてる

ことができる。

(任期)

第8条 所長及び所 員の任期は2年 とし、再任を妨げない。

2所 長及び所員の任期は10月1日 から起算す る。

3所 長及び所員がその任期中に交替 した ときは、後任

者の任期は前任者の残任期間とする。

4事 業主任の任期は1年 とし、再任 を妨げない。

(教職課程センター委員会)

第9条 セ ンターの事業を円滑に進め、その基本方針 を

審議・決定するために教職課程センター委員会(以 下 「委

員会」という。)を 置 く。

(委員会の組織)

第10条 委員会は、次の各号に定める者をもって組織する。

(1)委 員長

(2)委 員

2前 項第1号 の委員長には、セ ンター所長をあてる。

3前 項第2号 の委員には、センター所員をあてる。

(委員会の審議事項)

第11条 委 員会は、セ ンターの 目的及び各教授会の教学

方針に基づ き、次の各号に掲げる事項を審議 ・決定する。

(1)セ ンターの事業に関す る事項

(2)セ ンターの予算に関す る事項

(3)セ ンターの運営にかかわる事項

(4)そ の他、セ ンターの 目的を達成す るために必要

な事項

(委員会の会議)

第12条 委員会の会議は所長が招集し、その議長となる。

2委 員 会は、必要に応 じて委員以外の者の出席を求め、

その意見を聴 くことがで きる。

3委 員会は、その議事及び運営 について細則 を決める

ことがで きる。

(教職課程センター運営委員会)

第13条 第11条 に 規定す る事項 を調整、連絡す るため

に教職課程センター運営委員会(以 下 「運営委員会」 と

い う。)を 置 く。

2運 営委員会は、所長及び教職課程専任教員並びに事

業主任をもって構成 し、所長が招集 し、議長となる。

3運 営委員会は、委員会の承認に基づ き、セ ンター所

員の中から委員若干名を置 くことができる。

4運 営委員会は、必要に応 じて所員以外の者の出席を

求め、その意見を聞 くことができる。

5運 営委員会の運営については、委員会の定めるとこ

ろによる。

(事務の所管)

第14条 セ ンターに関す る事務は、名古屋教務課及び豊

橋教務課が所管する。

(規程の改廃)

第15条 この規程の改廃は、委員会の議を経て、常任理

事会、学内理事会及び大学評議会の承認を得なければな

らない。

附 則(制 定)

1こ の規程は、2012年4月1日 か ら施行する。

2こ の規程の制定に伴い、「教職課程委員会規程」(1965

年6月24日 施 行)は 廃止する。

3こ の規程 によ り初めて選出する所長及び所員の任期

は、第8条 第2項 の規定にかかわ らず2012年4月1日

か ら2013年9月30日 まで とする。

【参考】教職課程センター関係図
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